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米国で進行する経済的・社会的流動性の減少

100年に一度の規模と言われたリーマン危機発生から来年で10年となる。最近の世界経
済は，リーマン危機以降初めて，日米欧の先進国に加え，多くの新興国や資源国もそろっ
て循環的な回復軌道に乗っており，2018年に向けてこの傾向は維持されそうである。
一方で，成長率が低水準にとどまり景気回復にかつてのような勢いはない。したがって，

景気の回復を実感していない，あるいは景気の現状に不満を感じている層が，先進国で多
数を占めるようになっているのも事実であり，それには都市部と地方の経済格差が影響を
及ぼしているのではないか，との議論も多い。
こうした観点で，米国連邦準備制度理事会（FRB）のバーナンキ前議長が， 6月下旬に
ポルトガルで開催された欧州中央銀行（ECB）フォーラムで講演した内容が注目を集めて
いる。「成長が十分でない時」と題された講演で同議長は，米国においても，悪い方に向
かっていると考える人が良い方に向かっていると考える人の 2倍に上ることを指摘し，課
題解決には金融政策のみならず，構造改革などの長期的な挑戦が必要と主張している。そ
して，現下の経済成長にもかかわらず米国人に不満が多い要因として，①中所得層，特に
男性の生活水準の低迷，②経済的・社会的な流動性の減少，③経済的に疲弊した地域・階
層に対する社会政策の機能不全，④前記①～③による政治的疎外感や不信感の高まり，の
4点をあげている。
②については，ウォールストリートジャーナル（WSJ）等の経済紙に，関連記事がある

ので簡単に紹介したい。一般的に経済的・社会的流動性の減少と言えば，所得階層のシフ
ト，たとえば，アメリカンドリームを実現（低所得層から富裕層にシフト）する人が減少す
る，といった文脈で語られることが多い。もちろんこうしたケースが減少しているのも事
実であるが，WSJでは人口の移動率も大きく減少していることが報道されている。すな
わち，米国の人口統計によれば，15～16年に引越しをした人の割合は戦後最低の10.7％と，
90年代後半の 3分の 2となっており，特に，州境をまたぐ引越しは1.5％と同時期に比べ半
分程度に落ち込んでいる。
背景には，ニューヨーク周辺や西海岸などの都市部での住居費の高騰，州ごとに異なる

職業資格要件の制約，移民や同姓婚などに寛容なリベラルな都市部と保守的な地方との価
値観の相違などがあると分析されている。いずれにせよ，産業の空洞化が進む地方に残る
人には生活水準の向上のチャンスは限られ貧困が固定化，一方で都市側から見れば，労働
力の供給制約に直面するということになり，経済成長の阻害要因となっている。
前述のバーナンキ前議長の講演では，こうした経済・社会が絡む課題の解決に対して金

融政策の効果には限界がある，ということが結論となっている。ではどのような政策が解
となるのか。地方の疲弊した中低所得白人労働者層の圧倒的支持を得て大統領となったト
ランプ氏は，支持基盤を強く意識した「米国第一」をキーワードに，貿易協定再協議など
保護主義的政策を打ち出し，今なお公約の実現を図っている。こうした政策が真に有効な
対応策となるかについては大いに疑問だが，今後の政策の展開や波及効果が注目される。
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